
文部科学省・JSPS

○ PD等による助言等の伴走支援
○ 全国の研究開発マネジメント向上に向けた成果展開（本事業の優良事例を広く展開（シンポジウム等））

研修提供機関

研究開発マネジメント人材に関する体制整備事業：事業スキーム

 研究開発マネジメントにかかるノウハ
ウを形式知化し、強みとする機能につ
いて研修を実施

 体制強化機関の研究開発マネジメント
人材へOJTによる指導を実施

 事業終了後も機関のビジョンに沿って
取組を維持（自走化）

体制強化機関

OJT研修
研修提供機関で勤務

必要な事前の研修
研修提供機関による研修受講前に必要な
研修を受講

文部科学省が作成した、研究開
発マネジメント人材の人事制度
等に関するガイドラインを参考
に、人事制度を構築。

雇用後２～３年度目に
1年程度

 体制強化機関において、研究開発マネジメント人材をテニュアトラック制等により新たに雇用。
 体制強化機関で、必要な事前の研修等を受講しながら、研究開発マネジメント人材として勤務。
 雇用後２～３年度目に１年程度、研修提供機関の研修に参加。研修提供機関の優れた研究開発マネジメント人材

からの指導を受け、必要な能力を習得。
 体制強化機関は、研究開発マネジメント人材の人事制度を構築。
 研修提供機関は、事業終了後も見据えた長期的な展望をもち研修を構築・展開（体制強化機関の人材以外の人材

への研修提供も可能）。

研究開発
マネジメント
人材の雇用

ノウハウを習得し、
自機関に戻る

他機関と
連携も可
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機能

企
業

 研究開発マネジメント人材
を機関に定着するためテ
ニュアトラック制等により
雇用・育成。

 支援期間中にOJT研修を受
講。

大
学

 研究力の調査分析・経営戦略
 産学官連携支援・知財関係
 スタートアップの設立・成長支援
 国際連携
 研究セキュリティ等



新規雇用

新規雇用
自機関

において研修

自機関
において研修

新規雇用

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目

研究開発マネジメント人材に関する体制整備事業：事業スケジュールイメージ

事業開始から遅くとも２年以内に、体制
強化機関において、研究開発マネジメン
ト人材の人事制度等に関するガイドライ
ンを参考に研究開発マネジメント人材の
人事制度を構築

必要な事前の研修

• 雇用後２～３年度目に
１年程度

• 研修提供機関において外
部資金の獲得方法など、
業務を実践しながら実務能
力獲得

※1 研修には既雇用の研究開発マネジメント人材も参加可能

自機関
において研修

研修提供
準備等 研修提供※1

研修提供機関

体制強化機関

自機関において勤務
テニュア審査
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研修提供機関でOJT研修

研修提供機関でOJT研修

研修提供機関でOJT研修

 体制強化機関は研究開発マネジメント人材の人事制度を構築。
 新たに雇用した研究開発マネジメント人材を研修提供機関に派遣。原則として、本事業により研究開発マネジメント人材を新た
に雇用した年から５年以内にテニュアトラック審査等を実施。

研修に派遣

中間評価 終了評価

２～３年度目に
新規雇用した場合※2

自機関において勤務
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自機関において勤務

※2 支援期間は５年度間。


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8



